脱退一時金について

【発生している問題点】
現在、厚生年金（国民年金）に加入し、60か月を上限とした脱退一時金の請求ができます。実習生から特定活動を挟み、特定技能や3号に進んだ実習生から60か月を経過した時点で脱退一時金を請求したいとの希望が多く発生しています。

【脱退一時金を請求できる要件】
1. 日本国籍を有していない（実習生はクリアしている）
2. 公的年金制度（厚生年金保険または国民年金）の被保険者でない
→社会保険、厚生年金を脱退している。（会社の雇用打切）
3. 国民年金※または厚生年金保険（共済組合等を含む）に6月以上加入していた
→払い込みが6か月以上
4. 老齢年金の受給資格期間（国民年金保険料納付済期間、厚生年金保険加入期間及び合算対象期間を合わせて10年間）を満たしていない
→実習生には関係なし　
5. 障害年金等の年金を受ける権利を有したことがない
→実習生には関係なし　
6. 日本国内に住所を有していない
→転出届を出していること、帰国する時のパスポート日本出国、母国入国印のコピーが申請に必要
7. 最後に公的年金制度の被保険者資格を喪失した日から2年以上経過していない（資格喪失日に日本国内に住所を有していた場合は、同日後に初めて、日本国内に住所を有しなくなった日から2年以上経過していない）
→一時帰国での申請には該当しない

【脱退一時金の実際】
· 委任者（資格要件無）に全権委任することが可能
やり取りは委任者と年金機構。本人は介在なしでも可。
· 電子申請には電子証明が必要。社労士しかできない
· ゆうちょ口座、ＩＴ系銀行への振り込みは不可。その他の金融機関はＯＫ（日本国内可）
· 脱退一時金の決定通知書→振込なので決定通知書が出れば確実に振り込まれる

現時点では入管と年金機構はリンクしていないようです。ですので、退職に関しては入管も言われなければ特に追求しない姿勢のようです。ですので、在留期限内に帰国－再入国が完結するなら在留資格の変更や新規申請に関して必要な処理はないようです。[image: ]

【企業側のデメリット】
· 実習生側のみの都合（60か月を越えた時点）で帰国する
· 帰国の際は会社の退職がセットになる（上記2，6の関係で）
· 最悪の場合は一旦特定技能を辞めて再申請が必要（在留カード期間の関係）
· 3か月～程度の帰国期間が必要
· 退職後の帰国、新規の入国になれば、往復の航空券代も企業負担
· 特活を挟んでいるせいで、中途半端な期間で60か月を迎えてしまう

【実習生側のデメリット】
特になし

【考えられる対応策】
1　説得する
脱退一時金の請求もしない。帰国も退職もしない方が良いと説得する。帰国している数か月間は働けない期間＝給料がないため日本に居て給料がある方が得だと説得する。

2　どうしても請求する場合、最も帰国期間が短くなるために、退職して日本国内にいる間に書類を作成（できれば社労士に全権委任）→出国前に申請を行う→帰国→1か月程度母国で過ごす→日本に戻るの流れが最も早いと思われます。
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